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バリアフリー重点整備地区　生活関連経路及び特定道路の指定状況

バリアフリー重点整備地区 生活関連経路及び特定道路の該当路線は、江東区交通バリアフリー基本構想(平成18年3月)に準拠
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鉄道駅周辺（概ね半径500ｍ）の該当路線は、江東区交通バリアフリー基本構想(平成18年3月)の基本方針に準拠
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　景観重点地区・景観重要公共施設・商店街の指定状況図

景観重点地区・景観重要公共施設・商店街の該当路線は、江東区景観計画(平成25年4月)、江東区内商店会一覧(平成30年度時点)に準拠



江東区無電柱化推進計画 

（９）埋設基準の改訂 

平成２８年４月１日より、電線類を従前の基準より浅く埋設するため「電線等の埋設

に関する設置基準」が緩和され、交通量の少ない生活道路で道路※1 の舗装厚さが５０cm

の場合、電線の頂部と路面との距離は、これまでの８０cm から最大３５cm※2 まで浅く

することが可能となりました。 

※1 舗装設計交通量 250 台／日・方向未満の道路  

※2 ケーブル及び径 150mm 未満の管路を設置する場合 

 

 

出典：「国土交通省ホームページ」 
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江東区無電柱化推進計画 

（１０）管路材の改訂 

下記のような民間企業における新材料や高価な曲管材に代わる曲管レス構造やＥＣ

ＶＰ管が開発されています。 

・ＥＣＶＰ管 ：耐衝撃試験が新基準になったことを受け、材料の見直しによりコス

トダウンを図ったもの。 

・曲管レス配管：新形状の受口構造、短尺管路の組合せで比較的高価な曲管を使用し

ないもの。 

・矩形パイプ ：矩形で軽量なフレキシブルパイプで多条管敷設を行なうもの。 

 

新たな開発情報を継続的に調査、収集し、活用できる最新の材料・工法を採用します。 

 

 

（１１）国における補助金制度 

国が交付する社会資本整備総合交付金（防災・安全交付金）の概要を下記に示します。 

 

出典：「国土交通省ホームページ」 
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江東区無電柱化推進計画 

（１２）東京都における無電柱化都費補助制度 

東京都では、市区町村の無電柱化に係る支援として、「無電柱化チャレンジ支援事業

制度」を制定しています。同制度は、防災に寄与する路線等のうち、歩道幅員が 2.5m

未満又は歩道が無い区間など、無電柱化が困難な路線の事業に対して財政支援や技術支

援を行うものです。 

 

 

出典：「東京都建設局ホームページ」 

 

-51-



江東区無電柱化推進計画 

 

 

出典：「東京都建設局ホームページ」 
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江東区無電柱化推進計画 

（１３）道路法第３７条に基づく占用制限 

道路法第３７条により、車両の能率的な運行や災害時の被害拡大防止を考慮し、指定

した区域における道路の占用を禁止または制限することが可能となりました。条文は下

記のとおりです。 

 

道路法第３７条 

（道路の占用の禁止又は制限区域等） 

 道路管理者は、交通が著しくふくそうする道路若しくは幅員が著しく狭い道路につい

て車両の能率的な運行を図るため、又は災害が発生した場合における被害の拡大を防止

するために特に必要があると認める場合においては、第三十三条、第三十五条及び前条

第二項の規定にかかわらず、区域を指定して道路の占用を禁止し、又は制限することが

できる。 

 

上記を受けて、国は、平成２８年４月より、緊急輸送道路（直轄国道約２万ｋｍ）に

おいて電柱の新設を禁止しています。規制の概要は下記のとおりです。 

 

規制の概要 

（１）区域指定する道路 

緊急輸送道路について区域指定を告示した上、新設電柱の占用を禁止。 

 

（２）既存電柱の取扱い 

占用禁止日前に占用許可された既存電柱については、当面の間占用を許可。 

 

（３）仮設電柱の例外 

地中化や民地への設置等が直ちに実施できず、やむなく道路区域内に電柱の設置をせ 

ざるを得ない場合は、仮設電柱の設置を許可。（原則２年間） 

 

 

出典：「国土交通省ホームページ」 
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江東区無電柱化推進計画 

（１４）用語集 

 

用語 解説 

あ
行 

裏配線方式 

無電柱化したい主要な通りの裏通り等に電線類を配

置し、主要な通りの沿道の需要家への引込みを裏通

りから行い、主要な通りを無電柱化する方式。 

 

か
行 

既存ストック活用方式 

既に占用埋設されている電力設備、通信設備(管路・

マンホール・ハンドホール)を活用した地中化方式。

 

緊急車両 

人命救助や消防等の緊急時において、道路の走行を

優先させる車両。（救急車、消防車等） 

 

小型ボックス方式 

管路の代わりに小型ボックスを活用し、同一のボッ

クス内に低圧電力線と通信線を同時収容すること

で、電線共同溝本体の構造をコンパクト化する方式。

 

さ
行 

市街地開発事業 

すでに市街地となっている地域や市街地化を図る区

域内で計画的なまちづくりを行うための事業。「市街

地再開発事業」｢住宅街区整備事業｣「土地区画整理

事業」「新住宅市街地開発事業」「工業団地造成事

業」｢新都市基盤整備事業｣に分けられる。 

 

自治体管路方式 

地方公共団体が占用物件として管路設備を整備し、

残りを電線管理者が整備する方式。 

 

センター・コア・エリア 
概ね首都高速中央環状線の内側エリア。 

 

浅層埋設方式 

管路を従来よりも浅い位置に埋設する方式。埋設位

置が浅くなることで、掘削土量の削減や、特殊部の

コンパクト化、既存埋設物(上下水道管やガス管等)

の上部空間への埋設が可能になることによる支障移

設が減少する等の効果がある。 

 

た
行 

単独地中化方式 
電線管理者が整備する方式。 

 

地上機器 

電線共同溝整備の際に地上に設置する機器であり、

高圧電流を低圧に変換する変圧器や、電気を止める

又は流れを切り替える開閉器を収容するもの。 

 

柱上機器方式 

歩道幅員が狭あいな路線や歩道が設置されていない

路線などの理由により地上機器の設置が困難な場

合､機器を街路灯等の柱の上に設置する方式。ソフト

地中化方式とも言われている｡ 
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江東区無電柱化推進計画 

 

 

用語 解説 

た
行 

直接埋設方式 

道路内の地中へ直接、電力線や通信線等を埋設する

方式。 

 

電線管理者 
電線及び通信線の設置及び管理を行う者。 

 

電線共同溝方式 

電線共同溝の整備等に関する特別措置法に基づき、

道路管理者が電線共同溝を整備し、電線管理者が電

線及び地上機器等を整備する方式。 

 

道路管理者 

道路の維持管理を行う機関。一般国道や高速自動車

道は国土交通省、都道府県及び区市町村道は地方公

共団体が該当する。 

 

道路法 

道路網の整備を図るため、道路に関して、路線の指

定及び認定、管理、構造、保全、費用の負担区分等

に関する事項を定め、もって交通の発達に寄与し、

公共の福祉を増進することを目的とした法律。 

 

土地区画整理事業 

都市計画区域内でエリアを区切り、そのエリア内で

公共施設(道路、公園、下水道等)の整備改善や、宅地

の利用増進を図る事業。 

 

な
行 

軒下配線法 

無電柱化したい通りの脇道に電柱を配置し、そこか

ら引き込む電線を沿道家屋の軒下または軒先に配置

する方式。 

 

は
行 

PFI 

公共施設等の設計、建設、維持管理及び運営に、民

間の資金とノウハウを活用し、公共サービスの提供

を民間主導で行うことで、効率的かつ効果的な公共

サービスの提供を図る考え方。 

 

ま
行 

無電柱化 

道路の地下空間を活用して、電力線や通信線などを

まとめて収容する電線共同溝などの整備による電線

類地中化や、表通りから見えないように配線する裏

配線などにより道路から電柱をなくすこと。 

 

無電柱化率 

道路の総延長のうち、電線類が地中化されている路

線の延長の割合を示すもの。 

 

や
行 

要請者負担方式 

土地や建物の所有者など、要請者が整備する方式。 
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江東区無電柱化推進計画 

（１５）検討体制 

① 江東区無電柱化推進計画検討委員会設置要領 

 

令和元年５月２２日 

３１江土道第５２８号 

 

（設置） 

第１条 無電柱化の推進に関する施策の総合的、計画的かつ迅速な推進を目的とした

計画（以下「無電柱化推進計画」という。）を策定するため、江東区無電柱化推進計画検

討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、無電柱化推進計画の案について、審議するものとする。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって構成する。 

２ 委員長、副委員長および委員は、別表に掲げるものをもって充てる。 

３ 第２条に掲げる事項の調査研究を行うため、委員会のもとに部会を置く。 

４ 前項の部会の構成員は委員長が指名する。 

（運営） 

第４条 委員長は、必要に応じて委員会を招集し、会務を総理する。 

２ 委員長に事故のあるときは、副委員長がその職務を代理する。 

３ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させることが

できる。 

（関係電気事業者及び関係電気通信事業者の意見聴取） 

第５条 委員会は、無電柱化推進計画の案の審議に当たって、無電柱化の推進に関す

る法律（平成二十八年法律第百十二号）の規程に基づき、同法第八条第３項に定める関

係電気事業者及び関係電気通信事業者の意見聴取を行うものとする。 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、土木部道路課において処理する。 

（委任） 

第７条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は委員長が定める。 

附 則 

この要領は令和元年５月２２日から施行する。 
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江東区無電柱化推進計画 

 

別表（第３条関係） 

委 員 長 土木部長 

副 委 員 長 土木部     道路課長 

委 員 土木部     管理課長 

〃 土木部     河川公園課長 

〃 土木部     施設保全課長 

〃 土木部     交通対策課長 
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江東区無電柱化推進計画 

 

② 江東区無電柱化推進計画 検討委員会 

委員長 

江東区  並木 雅登   土木部長 

 

副委員長 

江東区  中尾 英樹   土木部    道路課長 

 

委員 

江東区  石井 康弘   土木部    管理課長 

〃   大野 俊明   土木部    河川公園課長 

〃   仁平 剛男   土木部    施設保全課長 

〃   青柳 幸恵   土木部    交通対策課長 

 

検討委員会設置要領第４条第３項に基づく出席者※ 

江東区  大塚 尚史   総務部    防災課長 

〃   老川 和宏   都市整備部  都市計画課長 

〃   淺田 宗    都市整備部  まちづくり推進課長 

〃   立花 信行   都市整備部  地域整備課長 

※第２回～第４回検討委員会について出席 

 

事務局 

江東区  藤原 夏樹   土木部    道路課計画担当係長 

     橋本 翔太朗  土木部    道路課計画担当 
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江東区無電柱化推進計画 

 

③ 江東区無電柱化推進計画 検討部会 

部会長 

江東区  中尾 英樹   土木部    道路課長 

 

部会員 

江東区  古賀 浩之   土木部    管理課用地係長 

〃   浦  靖憲   土木部    道路課工事係長 

〃   鈴木 友之   土木部    河川公園課計画調整係長 

〃   松川 光利   土木部    施設保全課照明・設備係長 

〃   富樫 義英   土木部    施設保全課道路保全係長 

〃   高橋 寛    土木部    交通対策課交通係長 

 

検討委員会設置要領第４条第３項に準ずる部会出席者 

江東区  今井 友明   総務部    防災課防災計画係長 

〃   小川 嘉則   都市整備部  都市計画課都市計画担当係長 

〃   高島 健太   都市整備部  まちづくり推進課 

                   まちづくり担当係長 

〃   中原 美和   都市整備部  地域整備課不燃化推進係長 

〃   召田 和也   都市整備部  地域整備課不燃化整備担当係長 

 

事務局 

江東区  藤原 夏樹   土木部    道路課計画担当係長 

     橋本 翔太朗  土木部    道路課計画担当 

 

 

-59-



江東区無電柱化推進計画 

 

④ 審議経過 

開催 審議内容等 

第１回 検討委員会 

(令和元年 5 月 22 日) 

１）無電柱化推進計画策定事業について 

２）基礎調査の概要及び成果の報告 

３）無電柱化推進計画の基本的な方針の検討 

第１回 検討部会 

(令和元年 7 月 12 日) 

１）第１回検討委員会の意見と報告 

２）無電柱化推進計画の基本的な方針の検討 

第２回 検討部会 

(令和元年 8 月 7 日) 

１）第１回検討部会の意見と報告 

２）無電柱化推進計画の基本的な方針の検討 

３）整備検討路線及び優先整備路線の検討 

４）江東区無電柱化推進計画（素案）の検討 

第２回 検討委員会 

(令和元年 8 月 23 日) 

１）無電柱化推進計画の基本的な方針の検討 

２）整備検討路線及び優先整備路線の検討 

３）江東区無電柱化推進計画（素案）の検討 

第３回 検討部会 

(令和元年 10 月 3 日) 

１）第２回検討委員会の意見と報告 

２）整備検討路線及び優先整備路線の検討 

３）江東区無電柱化推進計画（素案）の検討 

第３回 検討委員会 

(令和元年 10 月 24 日) 

１）江東区無電柱化推進計画（素案）の検討 

２）意見募集の実施について 

「江東区無電柱化推進計画（素案）」に対する意見募集 

(令和元年 12 月 11 日～令和２年 1 月 10 日) 

第４回 検討部会 

(令和２年 1 月 27 日) 

１）江東区無電柱化推進計画（素案）に対する意見

募集結果と区の考え方の検討 

第４回 検討委員会 

(令和２年 1 月 29 日) 

１）江東区無電柱化推進計画（素案）に対する意見

募集結果と区の考え方の検討 

２）江東区無電柱化推進計画（案）の検討 
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